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第１ 監査の概要

１ 財政的援助団体等監査の主旨

財政的援助団体等は、県が補助金、交付金、貸付金、損失補償等の財政的援

助を与えているもの、県が資本金、基本金等を出資しているもの及び 公の施注１

設の管理を行わせているものをいう。

本監査の目的は、財政的援助等を行っている所管課及び団体を監査し、県に

よる財政的援助の妥当性、団体における公金の執行状況の適正性等を監査する

ものである。

なお、財政的援助団体等監査の根拠規程及び説明等については別表１のとお

りである。

注１）公の施設とは、住民の福祉を増進させることを目的として、地方公共団体が設置する

施設で、学校、美術館、ホール、体育館、県営住宅や公園等が該当する。

２ 監査対象団体及び実施団体

( ) 監査対象団体1

監査対象団体は、監査体制等の条件、監査の実効性の確保等を考慮し、次

のとおりとした。

ア 財政的援助団体

県単独の制度により原則として１千万円以上の補助金等（交付金、負担

金及び利子補給金を含む ）を交付しているか、貸付又は損失補償をして。

いる団体

イ 出資団体

県が資本金、基本金その他これに準ずるものの４分の１以上を出資して

いる団体

ウ 債務保証団体

県が金融機関に対し債務保証契約を締結している団体

エ 県が公の施設の管理を行わせている団体

県が公の施設の管理を行わせている団体
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( ) 監査対象団体の概要2

上記( )の団体について、各所管課に対して行った対象団体の調査の結1

果は次のとおりである。

財政的援助等の形態別件数

監査対象
団体区分 財政的援助 債務 公の施設

団体実数 出資
保証 の管理

補助金等 貸付金 損失補償

財 団 法 人 ２５ １０ ２ ３ ２１ ８

社 団 法 人 １２ ８ １ １ ３ ２

学 校 法 人 ２ ２

社会福祉法人 ２１ ２１

農林水産組合 ６ １ ５

５７ ５７商工会議所商工会等

株 式 会 社 ９ ３ ３ ６

そ の 他 ２０ １５ １ １ ４ １ ４

合 計 １５２ １１４ １２ ５ ３１ １ ２０

１つの団体に対し補助金、貸付金、出資等を重複して援助する場合があるので 「監査※ 、

対象団体実数」の合計と「財政的援助等の形態別件数」の合計は一致しない。

( ) 監査実施団体3

今年度は上記監査対象団体の中から、過去の監査実施状況等を考慮し、次

の２６団体を選定し監査を実施した。

財政的援助等
団 体 所管課

の 形 態

１ （学法）同志舎 総務課 補助金

２ （財）島根県私学退職金財団 総務課 補助金

３ （社）島根県旅客自動車協会 交通対策課 補助金

４ （社福）しらゆり会 地域福祉課 補助金
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財政的援助等
団 体 所管課

の 形 態

５ （社福）山陰家庭学園 地域福祉課 補助金

６ （社福）おおつか福祉会 地域福祉課 補助金

７ （社福）ほのぼの会 地域福祉課 補助金

８ 島根県歯科技術専門学校 医療対策課 補助金

９ （社）島根県野菜価格安定基金協会 農畜産振興課 補助金

１０ （社）島根県水産振興協会 水産課 交付金

１１ 浜田港振興会 負担金しまねブランド推進課

１２ 島根県中小企業団体中央会 経営支援課 補助金

１３ 出雲商工会議所 経営支援課 補助金

１４ 財）島根ふれあい環境財団２１ 環境生活総務課 出資・補助金（

出資・補助金・
１５ （社）島根県林業公社 林業課

貸付金・損失補償

出資・補助金
１６ 島根県信用保証協会 経営支援課

・損失補償

土木総務課 出資

用地対策課 貸付金
１７ 島根県土地開発公社

貸付金斐伊川神戸川対策課

補助金・債務保証企業立地課

１８ （財）島根県暴力追放県民センター 組織犯罪対策課 出資

１９ （財）しまね海洋館 地域政策課 出資・指定管理

２０ 財）しまね女性センター 環境生活総務課 出資・指定管理（

文化国際課
２１ （財）島根県文化振興財団 出資・指定管理

文化財課

２２ （財）三瓶フィールドミュージアム財団 自然環境課 出資・指定管理

出資・補助金
２３ 島根県住宅供給公社 建築住宅課

指定管理

２４ （ＮＰＯ）国際交流フラワー２１ 農畜産振興課 指定管理

２５ （財）ホシザキグリーン財団 水産課 指定管理

２６ （財）島根県体育協会 保健体育課 指定管理
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なお、監査を実施した 指定管理施設は次のとおりである。注２

①集客施設

施 設 名 指 定 管 理 者 指定管理期間

しまね海洋館
（財）しまね海洋館 Ｈ１７～２１

（アクアス）

芸術文化センター
（財）島根県文化振興財団 Ｈ１７～２１

（グラントワ）

三瓶自然館及び附属施設
（財）三瓶フィールドミュージアム財団 Ｈ１７～２１

（サヒメル）

宍道湖自然館
（財）ホシザキグリーン財団 Ｈ１７～２１

（ゴビウス）

花ふれあい公園 Ｈ１６～１８
（ＮＰＯ）国際交流フラワー２１

（しまね花の郷） Ｈ１９～２３

②貸出施設

施 設 名 指 定 管 理 者 指定管理期間

男女共同参画センター
（財）しまね女性センター Ｈ１７～１９

（あすてらす）

県民会館 （財）島根県文化振興財団 Ｈ１７～２１

③その他の施設

施 設 名 指 定 管 理 者 指定管理期間

県立体育施設 （財）島根県体育協会 Ｈ１７～２１

八雲立つ風土記の丘 （財）島根県文化振興財団 Ｈ１７～２１

県営住宅（東部） 島根県住宅供給公社 Ｈ１８～２０

県営住宅（西部） 島根県住宅供給公社 Ｈ１８～２０

注２）指定管理施設とは 指定管理者制度が導入された公の施設をいう。
注３

注３）指定管理者制度とは、公の施設の管理に民間のノウハウを活用し、住民サービスの向上や

経費の縮減等、公の施設の管理の効率的かつ効果的な管理を実現するため、平成１５年の

地方自治法の改正により、従来の自治体が出資する法人（公社、財団）等へ管理を委託す

る「管理委託制度」に代わり創設され、民間事業者等を含む「指定管理者」に管理運営を

行わせる制度で、本県では平成１６年度から導入した。
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３ 監査の実施方法、対象年度、範囲及び実施年月日

( ) 実施方法1

団体については実地監査により行い、所管課については書面監査により行

った。

( ) 対象年度2

原則として平成１８年度を対象とし、必要に応じ、現年度及び過年度も対

象とした。

( ) 範囲3

監査の範囲は、出資している団体にあっては、団体の財務、会計、事業な

ど経営全般とし、補助金、貸付金 損失補償等の財政的援助を与えている団、

体にあっては、それら財政的援助に関連する範囲とし、公の施設の管理を行

わせている団体にあっては、管理に係る会計事務の執行や施設の維持管理を

範囲とした。

( ) 実施年月日4

監査は 「別表２ 監査実施年月日」のとおり実施した。、
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第２ 監査の結果

県においては、地方交付税の大幅な削減や地方債を財源とした積極的な生活・

社会基盤整備に伴う公債費の増大により構造的な財源不足の状況に陥っている。

平成１６年１０月に策定された「中期財政改革基本方針」では、中長期的な構

造的収支不足額を４５０億円と見込み、このうち３００億円程度を解消すること

を目標として改革を進め、その結果、平成１８年度までで３０９億円の収支改善

を達成されたところである。

しかしながら、県財政は今後も２００億円台後半の収支不足が見込まれ、この

まま放置すると３年後には基金が枯渇する危機的な状況にあることから、平成１

９年１０月に「財政健全化基本方針」を決定された。この基本方針では、概ね１

０年後において収支均衡の状態にすることを目標として、平成２０年度から平成

２３年度までの４年間を集中改革期間として２００億円程度の収支不足の解消を

目指して抜本的な改革を集中して実行することとされている。

この改革の一環として、県が出資等を行っている外郭団体については民営化を

含めた団体のあり方について見直しを進めるとともに、県の財政的・人的関与の

縮減に取り組むこととされている。また、公の施設については、社会経済情勢の

変化や事務事業の見直しを踏まえ、公共性、広域性、代替性、有用性、緊要性な

どの観点から、廃止・譲渡を含めた抜本的な見直しを行うこととされている。

こうした状況の中で本年度の監査にあたっては、県が補助金等の財政援助を行

っている団体については、補助金が公金として適切に執行され、交付目的である

成果が十分得られているか、出資している団体については、出資目的に沿って事

業が運営されているか、また、公の施設の管理を行わせている団体については、

県と団体との指定管理に関する協定書に基づき施設が適切に管理・運営されてい

るかなどの観点から監査を行ったところである。

監査結果は、 に掲げるとおりでⅠ 監査結果（総括）及びⅡ 監査結果（個別）

ある。

なお、学校法人同志舎については、検察により業務運営に関わる不正が摘発さ

れその処理が終結を見ていないので、その取扱いは保留とした。

本報告書に掲げた指摘事項及び運営の合理化に資する意見については、該当す

、 。る所管課及び団体に対し文書により通知するとともに 県報登載により公表する
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監査結果（総括）Ⅰ

及び は、次のとおりである。指摘事項 運営の合理化に資する意見

指摘事項１

指摘事項は次の１件であった。

・ 規程等に反した事務処理がなされていたもの

公の施設の指定管理業務の料金収納事務において、協定の取り決めに反し

て、書き損じの領収書の本書が残されていないものや、領収書の控えに金額

が未記入のものがあった。 （島根県住宅供給公社）

２ 運営の合理化に資する意見

運営の合理化に関し複数の団体・所管課に共通する意見は、次のとおりであ

る。

（１）出資団体に関するもの

１）団体

・ 新公益法人制度への対応について

現行の社団法人及び財団法人は、平成１８年６月２日に公布された 新注４

しい公益法人制度に関する法律の施行後５年以内に、国や県から一般社団

法人又は一般財団法人として認可を受けて存続するのか、公益性の認定を

得て公益社団法人・公益財団法人を目指すのか選択する必要がある。これ

らのいずれにも認められない場合や認定・認可の申請を行わない場合は解

散とみなされることになっている。

今回監査した出資団体１０のうちで関係する１つの社団法人と５つの

財団法人について、新公益法人制度への対応についての準備状況を聴取

したところ、全ての団体で新制度について高い関心を持っており、また

新制度で必要な新公益法人会計基準についても既に導入され同基準に基

づく会計及び決算処理が行われていた。

新公益法人制度の施行は平成２０年１２月１日の予定とされている
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が、公益性の認定の取扱などについては、国の公益認定等委員会で平成

１９年９月から検討が進められている。

ついては、今後とも情報収集に努めながら新公益法人制度への対応に

ついて準備を進められたい。

注４）平成１８年６月２日に交付された新しい公益法人制度に関する法律

○「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」

○「公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律」

○「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団

法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」

２）所管課

・ 新公益法人制度への対応について

所管課は、団体が新公益法人制度へ円滑に移行できるよう、制度の運

用等に係る情報収集に努め適切に指導されたい。

（２）公の施設の指定管理者に関するもの

今回監査した８団体（１１施設）の指定管理施設はすべて公募により選

定され、９施設は応募が１団体、残りの２施設は各施設とも２団体の応募

であった。

このうち、平成１７年度に管理委託から指定管理に移行した７施設の平

成１８年度の利用状況を平成１６年度と比較すると、集客施設（３施設）

の入館者数は２施設で増加し、１施設では減少した。貸出施設（２施設）

では、１施設では利用率が増加し、他の１施設ではほぼ横ばいであった。

その他施設（２施設）については１施設で利用者数が増加したが、リニュ

ーアルによる閉館期間のあった他の１施設では入館者数は減少した。

利用者の意見・要望を把握するためのアンケート調査等は、全ての施設

において実施され、その結果は施設設備の整備、新規イベントの開催等に

活かされていた。

また、指定管理料は平成１７年度の指定管理者制度導入により、７施設

のうち６施設で従来の管理委託料に比較して減額となっている。

指定管理者制度が導入され、利用者の増加や管理経費の縮減等の成果が

見られているが、サービスの向上や施設の安全管理の徹底などにも引き続

き取り組んでいく必要がある。
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１）団体

・ 指定管理施設の危機管理について

近年、全国の集客施設等において、人身事故や施設・設備の損壊等が

相次いで発生している。１つの重大事故の背後には２９の軽微な事故が

あり、その背景には３００もの異常があるとされている。

不特定多数が利用する指定管理施設においては、災害や事故の際の利

用者の安全を確保することが最も重要であり、事故の未然防止等を目的

とした日常の安全管理対策や緊急時での対策をさらに充実させていく必

要がある。

ついては、各施設で想定されるリスクを改めて抽出・分析して、日常

の安全点検や緊急時での具体的な対応などを盛り込んだ危機管理マニュ

アルを策定するとともに、施設・設備の安全点検や定期的な訓練の実施

などにより、マニュアルを一層改善・充実させ利用者の安全確保に万全

を期されたい。

２）所管課

ア 施設管理業務の評価について

指定管理施設の適切な管理運営を図るためには、指定管理の業務につ

いてその実績を評価して問題点や課題を明らかにし、以後の改善に活か

すことが大切である。

しかしながら、指定管理に係る業務について、評価項目や評価基準な

どを設けて評価する仕組みが設けられていないことから、利用者の視点

に立った総合的な評価は行われていなかった。また、団体から提出され

た事業報告書の取扱いについて、協定書に基づく承認の手続がなされて

いないものなどがあった。

ついては、団体の指定管理業務実績を客観的に評価する具体的な評価

項目や評価基準などを設けて適正に評価し以後の改善に活かすとともに

業務の透明性確保の観点から、その結果を施設の利用者である県民に公

表されたい。
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イ 指定管理施設の危機管理について

指定管理施設における危機管理の必要性は前述のとおりであるが、協

定書の仕様書には危機管理について明確にされていなかった。

ついては、利用者の安全を確保するため、災害や事故に迅速に対応で

きる危機管理マニュアルを団体が確実に策定するよう協定書に盛り込ま

れたい。
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◇ 監査を実施した指定管理施設の状況

①集客施設

制 度 導 入応募 による縮減額施 設 名 指 定 管 理 者 入館者数(人)(対Ｈ１６比)者数
）（千円

387,085Ｈ１６しまね海洋館 383,152１ （財）しまね海洋館 ▲ 36,662 Ｈ１７（アクアス） 430,210Ｈ１８

306,028芸術文化センター Ｈ１７１ （財）島根県文化振興財団 － 446,530（グラントワ） Ｈ１８

231,346Ｈ１６三瓶自然館及び附属施設 （財） 213,472１ ▲ 67,365 Ｈ１７三瓶フィールドミュージアム財団（サヒメル） 196,657Ｈ１８

119,437Ｈ１６宍道湖自然館 110,497１ （財）ホシザキグリーン財団 1,612 Ｈ１７（ゴビウス） 129,177Ｈ１８

111,104Ｈ１６花ふれあい公園 （ＮＰＯ） 73,169１ － Ｈ１７（しまね花の郷） 国際交流フラワー２１ 59,378Ｈ１８

②貸出施設

制 度 導 入
による縮減額応募施 設 名 指 定 管 理 者 施設利用率(対Ｈ１６比)者数

（千円）

35%Ｈ１６男女共同参画センター 34%１ （財）しまね女性センター ▲ 16,674 Ｈ１７（あすてらす） 38%Ｈ１８

38%Ｈ１６
40%県民会館 １ （財）島根県文化振興財団 ▲ 39,214 Ｈ１７
38%Ｈ１８

③その他の施設

制 度 導 入
による縮減額応募施 設 名 指 定 管 理 者 入館者数（人)(対Ｈ１６比)者数

（千円）

246,178Ｈ１６
249,308県立体育施設 １ （財）島根県体育協会 ▲ 24,015 Ｈ１７
252,293Ｈ１８

11,390Ｈ１６
12,922八雲立つ風土記の丘 ２ （財）島根県文化振興財団 ▲ 8,584 Ｈ１７
8,271Ｈ１８

（入居）
県営住宅（東部） ２ 島根県住宅供給公社 － 95%Ｈ１６

96%Ｈ１７
県営住宅（西部） １ 島根県住宅供給公社 －

96%Ｈ１８

190,902制度導入による経費の縮減額合計 (対Ｈ１６比) ▲
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Ⅱ監査結果（個別）

１１ 団体名 浜田港振興会 所管課 しまねブランド推進課

１ 財政的援助等の概要

負担金 浜田港振興会負担金 ４２，２８８千円

２ 監査の結果

（１）団体

ア 運営の合理化に資する意見

① 定期コンテナ航路の維持について

平成１３年３月の定期航路開設以来、団体を中心にした積極的なポ

ートセールスの展開により、取扱貨物量は年々増加してきている。

今後とも、県、市、関係機関、民間団体との連携を一層密にして、

定期航路の維持・安定のため、取扱い貨物量の目標達成（１寄港あた

りコンテナ５０本（２０フィートコンテナ換算 ）に努められたい。）
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１２ 団体名 島根県中小企業団体中央会 所管課 経営支援課

１ 財政的援助等の概要

補助金 島根県中小企業連携組織対策事業費補助金 １１９，８０１千円

２ 監査の結果

（１）団体

ア 運営の合理化に資する意見

① 中小企業の多様な連携組織への支援について

団体では今後の指導方針の方向性として、これまでの組合を中心と

した組織化指導から、組合はもとより「緩やかな連携から会社組織ま

で」を視野に入れた中小企業の多様な連携組織に対する支援を強化す

ることとしている。

また、支援の内容についても、従来の組合の設立・運営を中心とし

たものから、中小企業連携組織支援専門機関としての専門性を発揮し

つつ、経営革新や創業・新事業展開など多様化した新たな取組に対す

る支援を積極的に行うこととしている。

団体が今後こうした取組への支援を効果・効率的に進めて行くため

には、地域で中小企業等への支援に取り組んでいる商工会議所・商工

会等と緊密な連携を図りながら推進していくことが重要である。

ついては、他の商工指導団体等と一層緊密な連携を図りながら、中

小企業の多様な連携組織の支援に取り組まれたい。
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１４ 団体名 (財)島根ふれあい環境財団２１ 所管課 環境生活総務課

１ 財政的援助等の概要

出 資 １００，０００千円（県出資比率：１００％）

補助金 島根ふれあい環境事業補助金 ８２，９８６千円

２ 監査の結果

（１）所管課

ア 運営の合理化に資する意見

① 事業の円滑な移行について

団体の設立から６年を経過し、今年度末には、団体の整理、他団体

への統合が計画されている。

ついては、これまでの事業の成果を分析するとともに、市民活動支援

における県と市町村の役割を踏まえ、今後の活動の重点化や方向性を見

定めつつ、円滑な移行を図られたい。

（２）団体

ア 運営の合理化に資する意見

① 事業の円滑な移行について

団体の設立から６年を経過し、今年度末には、団体の整理、他団体

への統合が計画されている。

ついては、これまで団体において実施されてきた県民の社会貢献活

、動や環境保全活動の推進に対する各種の支援事業を総括するとともに

様々な活動支援のノウハウ等を新たな団体に適切に引き継がれたい。
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１５ 団体名 （社）島根県林業公社 所管課 林業課

１ 財政的援助等の概要

出 資 ２２５，０００千円（県出資比率：５０％）

補助金 島根県林業公社不成績林等処理対策事業補助金 ２３，２２８千円

島根県林業公社長伐期施業転換推進事業補助金 １０，７２２千円

島根県林業公社事業資金

平成１８年度貸付金額 ８１０，５７７千円

貸付金 平成１８年度末貸付残高 ２６，４８１，４５８千円

林業就業促進資金

平成１８年度貸付金額 １５，０００千円

平成１８年度末貸付残高 １３５，４５９千円

損失補償 分収造林事業を実施するために金融機関から借り入れた資金

３４，５３４，９２３千円

２ 監査の結果

（１）所管課

ア 運営の合理化に資する意見

① 新たな経営計画の策定と国に対する抜本的財政支援策の働きかけにつ

いて

分収造林事業は、国において分収林特別措置法が制定されてから県

の損失補償による借入金を団体の財源として進められ、更に管理に要する

経費も同じように借入金を財源としているために、団体の債務は増大し続

けている。

また、平成１４年度に団体が行った収支予測によると、将来の伐採

時に見込まれる木材販売の収入だけでは県や農林漁業金融公庫等からの多

額の借入金を償還することが困難とされ、更に、県の貸付残高も別表のと

おり増え続ける状況にある。

このため、団体の収支不足が将来生じた場合においては、県はこれ

を負担せざるを得ないという深刻な事態が想定される。

ついては、県は、現在取り組まれている経営改善策や事業を精査さ

れ、団体が策定を予定している次期経営計画が、着実に経営の改善を
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図るものとなるようその策定を支援されたい。

また、森林は水源涵養や地球温暖化防止に役立つなど多様な価値を

もつ貴重な財産でもあることから、他の公共団体と一体となって国に

対し、分収造林事業への抜本的財政支援策を講ずるよう働きかけられ

たい。

（２）団体

ア 運営の合理化に資する意見

① 団体の経営について

分収造林事業については、県の損失補償による借入金に大半を依存して

進められ、更に管理経費の増嵩などにより団体の債務は増大し続けてい

る。また、木材価格の低迷などで厳しい経営環境が続いており、団体にお

いては分収造林の長伐期化、高金利借入金の借換え等がなされている。

しかし、現在の経営計画では将来の伐採時に見込まれる木材販売の収入

だけでは県や農林漁業金融公庫等からの多額の借入金（平成１８年度末借

入元金の状況は、別表のとおり）を償還することが困難とされている。

ついては、平成２０年度に策定することとされている次期経営計画の策

定にあたっては、抜本的なコスト縮減を図るものとし、現在の経営計画の

徹底した分析・評価を行うとともに、適正な資産評価のもとに的確な収支

予測を行い、着実な経営改善につながるものとされたい。

また、団体の日々の運営においても、例えば事務費をはじめとする

コストの縮減に努めるなど、経営感覚をもって効率化を進められたい。

なお、団体は公益法人としての社会的責任を有し、また、県から大

きな財政支援を受けていることから、県民に対し団体の経営内容や事

業活動について、十分な情報開示を行われたい。

借入金（元金）残高の推移 単位：百万円

H13 H14 H15 H16 H17 H18

24,503 24,711 24,760 24,595 24,144 23,221農林漁業金融公庫

21,692 23,013 24,011 24,851 25,691 26,481島根県

0 0 0 0 0 710山陰合同銀行

13 18 21 23 25 28市町村

46,208 47,742 48,792 49,469 49,860 50,440残高合計額
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１６ 団体名 島根県信用保証協会 所管課 経営支援課

１ 財政的援助等の概要

出 資 ４，６１２，５２３千円（県出資比率：２７．１％）

補助金 島根県信用保証協会保証料補給金 ６０，０００千円

損失補償 代位弁済補償限度額 ７２，９５９，０００千円

２ 監査結果

（１）団体

ア 運営の合理化に資する意見

① 保証料の弾力化への対応について

団体の 保証料は従来、融資する中小企業者間で一定だったもの注５

が、 責任共有制度の導入を前提に、平成１９年４月１日から中小企注６

業者の経営状況に応じ、弾力化した保証料体系が適用されたところで

ある。

この弾力化した保証料は、融資を希望する中小企業者の決算書など

の３年分程度のデータをシステムに入力の上、経済産業省令等で定め

る保険事故の発生率に応じて保証料を団体が決定するものである。

この保証料の中から、団体が中小企業金融公庫に対し保証料に応じ

た保険料を納めることとなるが、会計検査院ではこの保険料を間違っ

て決定される事例について全国的に指摘されたところである。

保証料の決定については、中小企業者間でこれまで一定であった保

証料が保険事故の発生率によって異なり、また、新しい制度が導入さ

れて間もないことから、チェック体制などに十分留意して対応された

い。

注５）保証料 ： 島根県信用保証協会が行う保証には、県制度融資にかかる保証

とその他の融資にかかる保証がある。

〔県制度融資保証料率：年0.40～1.70％、協会基本保証料率：年0.50～2.20％〕

注６）責任共有制度： 平成１９年１０月１日から信用保証協会と金融機関が適切な責

任共有を図ることを目的に導入されたもので、これまで中小企業
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者の借入金額に対し信用保証協会が１００％保証していたが、制

度導入後は原則として金融機関が２０％のリスク負担をする。
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土木総務課

用地対策課
１７ 団体名 島根県土地開発公社 所管課

斐伊川神戸川対策課

企業立地課

１ 財政的援助等の概要

出 資 ３０，０００千円（県出資比率：１００％）

補助金 益田拠点工業団地造成事業費補助金 ８７，５０１千円

島根県土木部単独用地先行取得資金

平成１８年度貸付金額 ８，５００，０００千円

貸付金 平成１８年度末貸付残高 ０千円

斐伊川放水路関連事業残土処理用地取得資金

平成１８年度貸付金額 ６６７，５５４千円

平成１８年度末貸付残高 ０千円

ソフトビジネスパーク島根整備事業及び益田拠点工業団地整備

債務保証 事業の借入金 保証限度額 １０，１００，８４７千円

(内訳：ソフトビジネスパーク島根 ５，２８０，４４８千円)

(益田拠点工業団地 ４，８２０，３９９千円)

２ 監査の結果

（１）所管課

ア 運営の合理化に資する意見

① 益田拠点工業団地及びソフトビジネスパーク島根の分譲促進について

益田拠点工業団地は分譲面積４３ ３ に対して分譲済面積１２ ８. ha .
（リース面積１ ２ を含む）で、分譲率は２９ ６％に留まっていha . ha .
る。

また、ソフトビジネスパーク島根は分譲面積２６ ２ に対して分. ha
譲済面積５ ９ （リース面積３ １ を含む）で、分譲率は２２ ８. ha . ha .
％に留まっている。

ついては、企業立地促進法に基づき平成１９年１２月に国から同意

を受けた「島根県の企業立地促進基本計画」に定める 関連産業、IT
機械金属産業、食品関連産業や島根県産業振興プログラム重点領域の

環境・エネルギー関連産業などしまね産業活性化戦略会議で定められ

た指定誘導業種について重点的に企業誘致を行うとともに、今後とも
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益田市・松江市と積極的な誘致活動を展開し、分譲の促進に努められ

たい。
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１８ 団体名 (財)島根県暴力追放県民センター 所管課 組織犯罪対策課

１ 財政的援助等の概要

出 資 ３００，０００千円（県出資比率：７０％）

２ 監査の結果

（１）団体

ア 運営の合理化に資する意見

① 団体の認知度の向上について

団体の役割の一つとして、県民が暴力事件等に遭遇した場合に気

軽に相談にのるという業務があるが、相談機関としての存在が十分

に認知されていないこともあり、相談件数はここ５年間は横ばいと

なっている。また、団体の認知度を高めて賛助会員の拡大を進める

ことは、会費収入の増加 による経営の安定、事業の拡大にもつな

がるものである。

団体においては、インターネットのホームページの活用 「協会、

だより」の発行などの広報活動を行っているが、さらにキャンペー

ン活動の実施やマスコミ等を通じて積極的に広報を行い、団体の認

知度を高めることにより、相談機会の増加及び賛助会員の拡大に取

り組まれたい。

② 役員会における本人出席率の向上について

平成１８年度における評議員会及び理事会の役員の本人出席率は

平均３７％と低いものとなっている。暴力追放活動を県民総参加の

運動とするためには、より多くの役員が出席して幅広い立場から議

論することが重要である。

ついては、役員会における本人出席率が向上するよう取り組まれ

たい。
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１９ 団体名 （財）しまね海洋館 所管課 地域政策課

１ 財政的援助等の概要

出 資 １００，０００千円（県出資比率：１００％）

しまね海洋館（アクアス）

公の施設の指定管理 指定期間 ： 平成１７年度～平成２１年度

， （ ）指定管理料 ： １９３ ０００千円 平成１８年度

２ 監査の結果

（１）所管課

ア 運営の合理化に資する意見

① 修繕の取扱について

協定書第１７条に規定されている修繕等の費用負担について、県で

行うこととしている１件１０万円を超える修繕の一部が指定管理者の

負担で実施されていた。

ついては、県と指定管理者の役割分担を踏まえ、十分な連絡・調整

を図るとともに修繕の実施状況の把握や実施に遺漏が 生じないよう

留意されたい。
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（財）島根県文化振興財団 文化国際課

（ 県 民 会 館 ） 〃
２１ 団体名 所管課

（芸術文化センター） 〃

（八雲立つ風土記の丘） 文化財課

１ 財政的援助等の概要

出 資 １００，０００千円（県出資比率：１００％）

県民会館

指定期間 ： 平成１７年度～平成２１年度

指定管理料 ： ２１４，０００千円（平成１８年度)

芸術文化センター（グラントワ）

公の施設の指定管理 指定期間 ： 平成１７年度～平成２１年度

指定管理料 ： ３２４，０４９千円（平成１８年度)

八雲立つ風土記の丘

指定期間 ： 平成１７年度～平成２１年度

， （ ）指定管理料 ： ５７ ２７３千円 平成１８年度

２ 監査の結果

（１）所管課

ア 運営の合理化に資する意見

① 芸術文化センターの指定管理について

芸術文化センターは美術館と芸術劇場の二つの施設から成ってお

り、美術館の企画・展示業務を県職員が行っており、それを除いた

部分の全てが指定管理の対象となっている。

今のところ、業務分担で特に問題となっていることはない。た

だ、美術館の企画展の前売り券の販売業務及び広報は指定管理業務

となっているが、美術館の観覧料は団体の収入ではなく県の収入と

なっている。そのため、販売や広報に努力をして入館者が増加して

も指定管理者の収入増に結びつかないという仕組みとなっている。

ついては、団体の努力が収入の増加に反映できるような指定管理

の方法について検討されたい。
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（２）団体

ア 運営の合理化に資する意見

① 団体のホームページの適切な更新について

団体は島根県情報公開条例第３５条に規定する法人に指定されてお

り、積極的な情報公開が求められているが、団体のホームページに掲

載されている経営評価報告書等が適切に更新されていない。団体の現

状を明らかにするため、最新の情報を公開するように努められたい。
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２３ 団体名 島根県住宅供給公社 所管課 建築住宅課

１ 財政的援助等の概要

出 資 １０，０００千円（県出資比率：１００％）

補 助 金 島根県特定優良賃貸住宅利子補給金 １０，０８５千円

県営住宅（東部）

指定期間 ： 平成１８年度～平成２０年度

公の施設の指定管理 指定管理料 ： ７３，６２０千円（平成１８年度）

県営住宅（西部）

指定期間 ： 平成１８年度～平成２０年度

指定管理料 ： ４３，１１０千円（平成１８年度）

２ 監査の結果

（１）団体

ア 改善等を要する事項

① 料金収納における領収書の取り扱いについて

・ 県営住宅駐車場の使用料の書き損じの領収書について、本書、控

えともに「書損」と朱書きし、領収書綴りに残しておくべきところ

を、その本書が残されていないものが１件あった （西部事務所）。

・ 県営住宅駐車場の使用料の領収書（複写式）について、残された

控えに納入者の指名や納入金の内容等は記載されているが、金額

（総額）が記入されていないものが２件あった。 （西部事務所）
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２４ 団体名 (ＮＰＯ)国際交流フラワー２１ 所管課 農畜産振興課

１ 財政的援助等の概要

花ふれあい公園（しまね花の郷）

公の施設の指定管理 指定期間 ： 平成１６年度～平成１８年度

指定管理料 ： ８４，０００千円

２ 監査の結果

（１）所管課

ア 運営の合理化に資する意見

① 施設への誘導について

施設へのアクセス道路は国道９号や国道１８４号からが主体であ

るが、誘導の看板はあるものの分かりづらい状況となっている。ま

た、簸川南広域農道からもアクセス可能であるが誘導看板は設置され

ていない。平成２１年度中には山陰自動車道の出雲インターチェンジ

（仮称）からのアクセスも可能となる。

ついては、分かりやすい表示や誘導看板の設置について、関係機関

と協議を進められたい。



- 27 -

２５ 団体名 （財）ホシザキグリーン財団 所管課 水産課

１ 財政的援助等の概要

宍道湖自然館（ゴビウス）

公の施設の指定管理 指定期間 ： 平成１７年度～平成２１年度

指定管理料 ： １０３，１００千円（平成１８年度)

２ 監査の結果

（１）所管課

ア 運営の合理化に資する意見

① 施設・設備の管理について

施設のメンテナンスを行うための地下ピットに滞水が発生し、施設

・設備の管理業務に大きな支障を生ずるおそれがある。施設設置者と

して、早急に原因を調査のうえ適切な対処を行い、施設の保全を図ら

れたい。

また、展示機器の長期故障や管理機器の老朽化など運営上放置でき

ない設備面での問題が生じているので、来場者へのサービスが低下し

ないよう配慮されたい。
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２６ 団体名 （財）島根県体育協会 所管課 保健体育課

１ 財政的援助等の概要

島根県立武道施設（武道館、石見武道館）

島根県立体育施設（水泳プール、体育館、サッカー場、

公の施設の指定管理 島根県立ライフル射撃場)

指定期間 ： 平成１７年度～平成２１年度

指定管理料 ： ３３４，１９９千円（平成１８年度）

２ 監査の結果

（１）所管課

ア 運営の合理化に資する意見

① 修繕の取扱について

協定書第１９条に規定されている修繕等の費用負担について、県で

行うこととしている１件１０万円を超える修繕の一部が指定管理者の

負担で実施されていた。

ついては、協定書における県と指定管理者の役割分担を踏まえ、十

分な連絡・調整を図るとともに、修繕の実施状況把握や実施に遺漏が

生じないよう留意されたい。
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別表１ 財政的援助団体等の監査について
１ 根拠規程

地方自治法第１９９条第７項

監査委員は、必要があると認めるとき、又は普通地方公共団体の長の要求
があるときは、当該普通地方公共団体が補助金、交付金、負担金、貸付金、
損失補償、利子補給その他の財政的援助を与えているものの出納その他の事
務の執行で当該財政的援助に係るものを監査することができる。当該普通地
方公共団体が出資しているもので政令で定めるもの、当該普通地方公共団体
が借入金の元金又は利子の支払いを保証しているもの、当該普通地方公共団
体が受益権を有する信託で政令で定めるものの受託者及び当該普通地方公共
団体が第２４４条の２第３項の規定に基づき公の施設の管理を行わせている
ものについても、また、同様とする。

２ 財政的援助等の説明（主なもの）

補 助 金 地方公共団体が特定の者の行う事務又は事業に対し、助成又は
財政上の援助を与えるために交付するもの

貸 付 金 地方公共団体が、特定の者のために、特定の目的をもって貸付
けを行っているもの

損失補償 特定の者が、金融機関から融資を受ける場合、その融資の全部
又は一部が返済不能となって、当該金融機関等が損失を被ったと
きに、地方公共団体が、融資を受けた者に代わって、当該金融機
関等に対してその損失を補償するとする、いわゆる損失補償契約
が結ばれているもの

出 資 地方公共団体が、資本金、基本金その他これに準ずるものの４
分の１以上を出資しているもの

、 、債務保証 特定の者が金融機関から融資を受ける際 普通地方公共団体が
債務者のために、当該金融機関等に対し、その債務又はこれから
生ずる利子の返済を保証するいわゆる、債務保証契約が結ばれて
いるもの

公の施設 地方公共団体が、公の施設の設置の目的を効果的に達成するた
管理 め、条例の定めるところにより、地方公共団体が指定した法人そ

の他の団体に管理を行わせているもの

３ 監査結果の決定、提出、公表
監査委員は、監査の結果に関する報告を決定し、県議会議長及び知事並びに関

係のある委員会の長に監査の結果に関する報告を提出するとともに、県報で公表
する。

４ 監査結果報告に対する措置状況の通知、公表
監査結果報告に対し、議会、知事、委員会が措置を講じたときは、その旨を監

査委員に通知することになっている。通知を受けた監査委員は、当該通知の内容
を県報で公表する。
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別表２ 監査実施年月日

団 体 実施年月日

１ (学法)同志舎 平成１９年１１月１５日

２ (財)島根県私学退職金財団 平成１９年１１月２２日

３ (社)島根県旅客自動車協会 平成１９年１１月 ６日

４ (社福)しらゆり会 平成１９年１１月１２日

５ (社福)おおつか福祉会 平成１９年１１月１３日

６ (社福)山陰家庭学院 平成１９年１１月２０日

７ (社福)ほのぼの会 平成１９年１１月１３日

８ 島根県歯科技術専門学校 平成１９年１１月２０日

９ (社)島根県野菜価格安定基金協会 平成１９年１１月 ７日

１０ （社)島根県水産振興協会 平成１９年１１月２０日

１１ 浜田港振興会 平成１９年１１月１５日

１２ 島根県中小企業団体中央会 平成１９年１１月 ６日

１３ 出雲商工会議所 平成１９年１１月 ７日

１４ (財)島根ふれあい環境財団２１ 平成１９年１１月 ６日

１５ （社)島根県林業公社 平成１９年１１月２２日

１６ 島根県信用保証協会 平成１９年１１月２０日

１７ 島根県土地開発公社 平成１９年１１月２０日

１８ （財)島根県暴力追放県民センター 平成１９年１１月２０日

１９ (財)しまね海洋館 平成１９年１１月１５日

２０ （財)しまね女性センター 平成１９年１１月１４日

平成１９年１１月６日、１５日、２２日２１ （財)島根県文化振興財団

２２ （財)三瓶フィールドミュージアム財団 平成１９年１１月１４日

２３ 島根県住宅供給公社 平成１９年１１月１４日

２４ （ＮＰＯ)国際交流フラワー２１ 平成１９年１１月 ７日

２５ （財)ホシザキグリーン財団 平成１９年１１月 ７日

２６ (財)島根県体育協会 平成１９年１１月２２日

※注 所管課については、平成１９年１２月１７日から１２月２１日まで書面

監査により実施した。


